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原　著

１．はじめに
　米国公認会計士協会（American Institute of 
Certified Public Accountants：AICPA）を母体とする
会計原則審議会（Accounting Principles Board：
APB）が1971年に公表した意見書第19号「財政
状態の変動に関する報告（Reporting Changes in 
Financial Position）」は，その後，資金会計研究者
をはじめ，アナリスト，その他多くの企業内外利害
関係者を混乱させることとなった．すなわち，同意
見書は資金計算書について，（1）企業が当該期間に
おいて営業活動から獲得した資金の大きさを含め
て，企業の財務活動および投資活動を要約すること，
（2）当該期間における財政状態の変動を公開する
こと，といった異なる二つの目的を達成すべきとし
て勧告したのである1）．加えて，同意見書は資金計
算書の形式および内容ならびに用語を，それぞれの
状況に応じて弾力的に使用することを認めたため，
資金計算書の性格が一層曖昧なものとなってしま

い，結果的にその情報提供能力について懐疑的要素
をもたらしたのである．
　時は下り，欧米諸国ならびに，わが国制度会計に
おいてキャッシュ・フロー計算書が第三の財務諸表
として位置づけられたことで，長きにわたる資金会
計研究は一応の結実を得たと思われる．しかし，組
織の活動目的や事業の種類，情報利用者のニーズを
問わず，資金概念を画一的に措定したキャッシュ・
フロー計算書の有用性に関しては，今なお疑問が残
るところである．すなわち，とりわけ資本集約型の
非営利組織においては，その使命や会計の目的と照
らし合わせた場合，キャッシュ・フロー計算書が提
供する情報の有用性を問わずにはいられないのである．
　本稿は，今日においても残されている資金計算書
の課題を整理するとともに，わが国非営利組織との
適合性が高いと考えられる資金の概念，ならびに資
金計算書の形式について検討を行うものである．

非営利組織における総財務資源資金計算書の
有用性に関する研究

―財政状態変動表を中心に―

上田敬＊1　須藤芳正＊1

要　　　約

　資金計算書は，発生主義会計における伝統的財務諸表では提供され得ない資金フローに係る情報を
開示する．資金概念の定義づけに関する議論は，制度会計上，キャッシュ・フロー計算書が導入され
たことで一応の解決を見たといえよう．しかし，組織の活動目的や事業の種類，情報利用者のニーズ
を問わず，資金概念を現金および現金同等物として一義的に措定することについては，未だ検討の余
地があると思われる．本稿は，非営利組織（とりわけ，公的病院等）の特質から，全ての資金概念を
包含した総財務資源資金計算書の有用性を提唱するものである．そこで，当該資金概念における資金
計算書の一つの雛型として，アーネット（Harold E. Arnett）の提示した財政状態変動表を例示し，
非営利組織での活用を検討した．その結果，非営利組織における使命および会計目的に照らしてみる
と，財政状態変動表が提供する組織の持続可能性・成長性に係る情報は，極めて高い目的適合性を有
していることが明らかになった．本稿は，非営利組織の管理会計領域における有用な計算書として，
財政状態変動表（総財務資源資金計算書）が活用される可能性を示している．
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２．資金計算書の意義
　企業会計領域における資金会計論は，20世紀初頭
より，ドイツ，アメリカ，さらにはイギリスにおい
て，多くの学識者および実務家によって論議・検討
がなされ，会計研究の中の一つの大きな潮流を成し
てきた．そこで求められる資金計算書の基本的意義
は，発生主義会計のもとで作成される伝統的財務諸
表においては提供され得ない，資金フローに係る情
報を開示することである．すなわち，発生主義会計
思考のもとでは，損益計算書において，一会計期間
の収益フローと費用フローが対応表示され，その結
果として期間利益が確定される．しかし，収益・費
用と収入・支出の認識にはタイミングのずれが生ず
るため，期間利益がどの程度実際の資金フローに跡
づけされているかを表示することはできない．貸借
対照表には，一会計期間の営業活動および財務・投
資活動の結果としての財政状態の変動が表示される
が，その変動をもたらした資金フローの情報は表示
されないのである．
　しかしながら，流動性に深く関わる資金フローに
ついての情報は，財務諸表利用者にとって，組織の
収益性・安全性・成長性を考察する際，極めて重要
な要素となる．つまりここで，伝統的財務諸表では
表示されない，流動性領域における情報伝達手段と
しての機能に，資金計算書の意義を見出すことがで
きる．換言すれば，資金計算書は営業活動からの資
金フローの過程を明らかにするとともに，財務・投
資活動の結果としての財政状態の変動を，資金フ
ローによって跡づけようとするものなのである．

３．資金計算書に残された課題
　資金計算書はかように重要な情報を表示しようと
するにも関わらず，現行の制度会計上，キャッシュ・
フロー計算書として，貸借対照表および損益計算書
とともに「財務三表」として扱われていながらも，
貸借対照表および損益計算書と比してその位置が低
く認知されている†1）所以は何であろうか．
　けだし，理由の一つは，資金計算書の作成方法に
起因する問題であろう．つまり，資金計算書は貸借
対照表ならびに損益計算書の数値から間接的に作成
される計算書であり，複式簿記のシステムと直接的
に結びつくものではないため，いわば両計算書の補
助的役割（期間利益と資金フローの調整）を担って
いるに過ぎないといった見解によるものである．も
ちろん，複式簿記の一連の流れから誘導的に資金計
算書を作成することは理論上可能ではあるが，その
処理が煩雑となることは免れないし，現行の会計シ
ステムを変えることになるため現実的ではない．他

にも，資金計算書の形式についての問題，すなわち，
その出発点を利益とするか否か，資金取引を総額表
示とするのか純額表示とするのかといった問題もあ
るが，資金計算書が十分な市民権を得ていない最大
の理由は，今なお，その資金概念の定義づけに関し
て議論の余地が残されていることではなかろうか．
　長きにわたる資金会計研究の歴史の中で，多くの
先達者によって，現金資金概念から総財務資源資金
概念まで幅広い資金概念が提唱されてきた．しかし，
資金計算書は，採択される資金概念によってその構
造も変化することから，種々の異なった資金概念は，
種々の構造の異なった資金計算書をもたらしたので
ある．そして，このような多様な資金概念に基づき，
多様な資金計算書が作成されてきたことが，結果的
に資金計算書の比較可能性を損なうこととなり，そ
の情報提供能力に疑義を呈される要因となったと考
えられる．

４．非営利組織における資金概念
　現行の制度会計上では，営利企業あるいは非営利
組織の別に関わらず，いずれも資金概念を現金およ
び現金同等物（以下，単に「現金等」と表記）と措
定したキャッシュ・フロー計算書の作成が求められ
ている．しかし，前述したような課題を勘案したと
しても，資金概念を一義的に定義づけることは，果
たして全ての組織体にとって有益なことであろう
か．資金計算書の目的は，組織における資金フロー
を，組織内外の利害関係者に報告しようとすること
にあるが，けだし，その際に定義される資金の概念
は，本来，組織の活動目的や事業の種類，あるいは
情報利用者のニーズ等によって変化すべきものでは
なかろうか．
　確かに，ある特定の目的に対しては，資金計算書
を現金等の変動に限定して作成することも有効であ
ろう．しかし，そもそも非営利の精神のもと，活動
財源として補助金等の公金を受け入れ，その多くは
持分がなく，赤字は公的資金によって補填されるよ
うな，例えば公的病院等の非営利組織において，資
金概念として組織の支払能力に焦点を当てた現金等
に限定する必要性はあるのだろうか．
　このような公的資金によって運営される病院は，
利潤の追求を活動の第一義とはせず，地域住民のた
めの医療サービスを安定して提供すること，つまり
組織の維持・存続を主目的としている．さらに，受
け入れた公金等は，巨額の医療機器をはじめとする
有形固定資産等に投下されている．いわば，かよう
な資本集約型の非営利組織において行われる会計の
本来の目的は，受け入れた寄付金，助成金，補助金，
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さらには公的資金による医業収益（診療報酬），そ
してそれらを投下し調達された固定資産等に係る受
託責任の解除と，組織の長期的なサービス提供能力
の表示に求められよう．つまり，そこで作成される
資金計算書は，現金等よりもさらに広い概念に拠る
方が包括的で有用な情報を提供できるのではなかろ
うか．
　筆者は，上述したような非営利組織の特質に鑑み
ると，採択される資金概念は，流動資産の変動のみ
ならず固定資産にも焦点を当てた資金概念，すなわ
ち，全ての資金概念を包含しているともいえる総財
務資源資金概念が適当ではなかろうかと考えるので
ある．
　そこで，総財務資源資金概念に基づく資金計算
書の一例として，1978年，アメリカ会計人協会
（National Association of Accountants：NAA）
の報告書第10号「財政状態変動表の管理上の使用
（Management Uses of the Statement of Changes 
in Financial Position）」によって提示され，アー
ネットによる詳細な検討がなされた財政状態変動
表について，氏の著書『管理者と投資家のための
資金計算書の提案（Proposed Funds Statement for 
Managers and Investors）』2）を通じ考察する．

５．財政状態変動表の構造と有用性
　アーネットによれば，財政状態変動表はまず1点
目に，組織の資産の拡張または縮小を示すこと，2
点目に，資産の拡張または縮小の活動がどのような
資金調達に基づいて行われたかを示し，組織の長期
的な資産・資本の変動パターンを明らかにすること
を基本目的としている．また，アーネットは，財政
状態変動表の概念を明確にするために，会計上の取
引および事象を，財務取引（financial transaction 
and events） と 経 済 取 引（economic transaction 
and events）に分類し，財政状態変動表の表示項目
の選択ならびに表示方法についての理論的枠組みを
設定している．
　ここで，財務取引とは，資産の取得または処分に
係る取引であり，アウトプットの生産過程にない取
引であり，単に持分の再調達や資産に対する権利の
変動をもたらす取引である．持分は，財貨・役務の
生産に関連するインプット，つまり生産要素を取得
するために組織との交渉によって得られるものと，
生産に利用するために前もって他の財貨・役務への
直接転換を必要とするもの，つまり組織外部からの
新たな資本資金の供給とに分類される．これらの持
分の変動を伴う取引は，APB意見書第19号の財務
活動に該当し，生産資源の取得および資本資金の生

産資源への転換は，投資活動に該当する．すなわち，
財政状態変動表は，流動資産の変動要因のみならず，
かような財務取引をも表示するのである．
　経済取引とは，利益を獲得するために資産を利用
する取引であり，アウトプットの生産過程にある取
引である．これはAPB意見書第19号の営業活動に
該当する．経済活動は生産資源の変動を伴うが，そ
れは生産過程において生ずるものであることから，
財務取引には含まれず，財政状態変動表には表示さ
れない．しかし，経済活動の結果は，株主持分（非
営利組織においては純資産・基本金等に該当）の変
動をもたらすため財務取引に含められ，財政状態変
動表に表示されることとなる．
　以下，財政状態変動表の形式を表1に示し，その
特徴と非営利組織会計での活用について検討する．

　アーネットが検討した財政状態変動表の特徴を要
約すると次のようになる．
（1）�資金の定義として，全ての財務資源（all 

financial resources）の変動を包含する概念が
採用されている．

（2）�資産の取得と処分は，財務取引または財務事
象として表示される．

（3）�組織の成長とその成長をもたらした主な区分
による財務的利害の変動を表示する形式が用
いられている．それは，①投資および拡張活
動（growth activities），②投資および拡張
活動の資金調達方法（methods of financing 
growth activities）に区分され，後者から始
まる報告式が用いられている．

（4）�営業活動から供給された資金が出発点となっ
ている．つまり財政状態変動表は，特別損益
項目を除いた営業活動からの現金より開始さ
れ，これに営業活動からの運転資本項目の正
味増減額を加減し，営業活動からの運転資本
を表示する．

（5）�転換・再分類・その他の非貨幣取引および事象は，
財務的利害とそれによって影響を受ける資産
の主な区分にしたがい明瞭に表示される．

（6）�固定資産の売却については，売却益が経常利
益と区分されて表示されるが，それは売却益
が株主持分の増加を意味すると理解されてい
るからであり，売却収入のうち売却益に係る
収入を，営業活動からの資金に加算する形式
が用いられている．

　さて，このような構造を持つ財政状態変動表は，
非営利組織会計において，資産・資本の変動要因を
表示することで，当該組織の持続可能性ならびに成
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表１　財政状態変動表の形式
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長性を明らかにすることができるのではなかろう
か．さらに，組織の持続・成長が，当該組織の収益
性によって正当化されているかについて，その理解
に寄与する情報を提供するのではなかろうか．すな
わち，財政状態変動表は，公的資金によって事業を
安定的に存続させ，地域社会のために公的サービス
を提供する非営利組織において，その使命と会計目
的に極めて適った情報を示し得る計算書と考えられ
るのである．

６．おわりに
　これまで，今日においてなお，議論の余地が残っ
ている資金計算書の課題，すなわち，資金概念に関
する課題について整理した．また，現行の制度会計
では，営利・非営利を問わず，それが現金等として
定義されていることについて，非営利組織会計の視
点から問題提起を行った．そのうえで，非営利組織

（とりわけ，公的病院等）の使命および会計目的と
の適合性がもっとも高いと考えられる資金計算書と
して，財政状態変動表（総財務資源資金計算書）の
構造を示し，提供され得る情報について考察を行っ
た．その結果，組織の持続可能性ならびに成長性に
係る情報の表示にあたり，当該資金計算書が極めて
有用であることを示した．
　しかしながら，先述したように資金計算書はその
資金概念をいかに措定するかによって形式が変容
し，また，複式簿記システムと有機的に結合させよ
うとすることは実務上，大きな煩雑さを伴う．現行
の制度会計上，キャッシュ・フロー計算書が資金計
算書としての地位を得ていることを勘案すれば，財
政状態変動表は，非営利組織の管理会計領域におい
て，財務管理目的（受託資金の適正な運用管理）の
計算書として，その活用が検討されるべきではない
かと考える．

注
†1）�キャッシュ・フロー計算書は，設置主体によって開示の要求度合いが異なっており，貸借対照表および損益計算

書と比べるとその位置は相対的に低く認識されていると考えられる．
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Abstract

　Funds statement disclose information about funds flow that traditional financial statements in accrual accounting 
cannot provide. It can be said that the discussion on definition of concept of funds has been resolved by 
introduction of the statement of cash flows in institutional accounting. However, it seems that there is still room for 
consideration that the concept of funds is uniquely defined as cash and cash equivalents regardless of the purpose 
of organization’s activities, type of business, and needs of information users. This paper proposes the usefulness of 
the all financial resources funds statement that includes the all funds concept based on the characteristics of not-for-
profit organizations, especially public hospitals. Therefore, as one model of funds statement of funds in this concept, 
we exemplify the statement of changes in financial position presented by Harold E. Arnett and examined its use in 
not-for-profits. As a result, it was revealed that the information provided by this statement, such as organizational 
sustainability and growth potential, is extremely compatible with the mission and the accounting purpose of not-for-
profits. This paper shows the possibility that the statement of changes in financial position (that is, the all financial 
resources funds statement) can be used as a useful statement in the managerial accounting area of not-for-profit 
organizations.
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